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平成２３年（西暦２０１１年） 

新春のお慶びを申し上げます。 

 

 皆様、新たなお気持ちで平成２３年をお迎えのことと存じ上げます。 

 昨年は、参議院選挙が行われ、結果として民主党の議席が減り安定多数が確保でき

ず、国政は衆議院と参議院の捻れ現象が生じ不安定な政治情勢になっていますが、わ

たしは、今年も地域のことは、地域が決める「地域主権」の考えで活動を行って参り

ます。 

本年は、飯塚市議会議員選挙が行われます。 

昨年の９月定例市議会で「飯塚市議会議員一般選挙の日程」について一般質問を行

いましたが、１２月９日に「地方公共団体の議

会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関す

る法律等の施行について（通知）」があり、４月

２４日（日）に実施予定の地方統一選挙に合わ

せて飯塚市議会議員選挙が実施されることにな

りました。 

（飯塚市議会議員の任期は３月１０日ですので、

４月２４日までの間は、４４日間の議会を構

成する議員が不在となります。） 

  わたしは、安全で、安心して市民生活が出来

る環境作りのため、心新たに挑戦をしていく所

存です。 

                  皆様には、多大なる御迷惑をお掛け致します

が、宜しくご理解を賜ります様に御願い申し上

げます。 
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平成２２年１２月定例市議会報告 
 平成２２年１２月定例市議会が、１１月３０日より１２月２１日まで開催されまし

た。 

 今回の定例市議会では、平成２２年度飯塚市一般会計補正予算（第４号）と１３件

の各会計の補正予算の審議と、条例議案１２件、財産譲渡２件、財産の取得１件、指

定管理者の指定４件、市道路線の廃止１件、市道路線の認定１件、専決処分の承認（支

払督促申立てに対する異議申立て・学校給食費請求事件）１２件、が提案され審議さ

れました。また、請願３件が所管の委員会に付託されました。 

 提案された案件の内容は、各会計の補正の主な理由として退職者と採用者との給与

の差額による減額・人事院勧告に伴う１２月期末勤勉手当の減額・育児休業に関する

給与の減額等で、人件費総額約３億円の減額を行っています。また、一般会計の補正

では、２月３月に計画されています婚括支援事業費１１２万円、緊急雇用創出事業委

託料（飯塚市再発見事業）２０１９万８千円、緊急雇用創出事業委託料（自然遊歩道

等整備事業）９９６万２千円等の新規事業費が計上されています。 

 条例議案では、現在の庄内支所を廃止し４月１日から現在の庄内支所分館で支所業

務を行うための「飯塚市支所及び出張所設置条例の一部を改正する条例」、市立津原保

育所を平成２４年４月１日から民営化するための「飯塚市立保育所条例の一部を改正

する条例」、穂波ふれあい会館を３月末で廃止して４月１日から飯塚市社会福祉協議会

に無償譲渡するための「飯塚市穂波ふれあい会館条例を廃止する条例」「財産の譲渡（飯

塚市穂波ふれあい会館）」、忠隈住民センターを廃止して廃止後４月１日から楽市校区

東社会福祉協議会に無償貸与するための「飯塚市忠隈住民センター条例を廃止する条

例」、頴田老人憩いの家を３月末で廃止・頴田高齢者福祉センターを３月末で廃止して

廃止後４月１日から地域コミュニティ団体に無償貸与するための「飯塚市頴田高齢者

福祉センター条例及び飯塚市老人憩いの家条例を廃止する条例」、また、旧八木山高原

ユースホステル及び旧八木山高原集会所をＮＰＯ法人青少年体験教育活動協会に無償

譲渡するための「財産の譲渡（旧八木山香華ユースホステル及び旧八木山高原集会所）」

も提案され、審議の結果全ての議案が可決されました。 

 請願では、小・中学校再編整備計画に関して、平恒校区に学校を残すことを要望す

る主旨の請願は、公共施設の在り方に関する第２次実施計画（小・中学校の再編整備

計画）が市から議会に示されていないため継続審査となりました。また、年金に関し

て最低保障年金制度の制定を求める意見書の採択の要望と、高齢者の生活実態に見合

う年金引き上げを求める意見書の採択についても、閉会中に請願者・請願の紹介議員

から請願の主旨等を聞く事になり継続審査となりました。 
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 「まちづくり」に合併特例債の活用を 
「まちづくり」に関して、１市４町が合併して新「飯塚市」になり５年間が過ぎよ

うとしていますが、この合併に伴い合併特例債を活用しての「まちづくり」が考えら

れています。 

 新「飯塚市」では、合併により合併特例債を活用して行える事業は、合併後１０年

間で総額約４８９億円まで可能となっています。 

 この内、合併後５年間で約４４億円を、小中学校の大規模改造事業、各幼稚園・各

児童センターの空調設備整備事業、頴田保育所新築事業、防災行政無線整備事業等に

活用しましたので、今後平成２７年度までの５年間で４４５億円の活用が可能です。 

この合併特例債は、合併した自治体に対しての支援策として、合併後１０年間に一

体制の確保、均衡ある発展、公共施設の総合整備などからの観点から実施する「まち

づくり」のための事業費の９５％に対して後日７０％は国からの交付税措置があるこ

とになっています。（事業費の６６．５％の交付税措置、３３．５％が市の一般財源） 

 合併特例債は、他の制度による交付税措置に比べての率が高いため、「まちづくり」

に必要な事業があれば、この事業に活用することが市民負担の軽減に繋がります。 

しかし、活用出来る残された期間は今後５年間となってきていますので、今後の５

年間の中でどの様にこの合併特例債を活用して「まちづくり」をしていく考えなのか

具体的な計画案はあるのか質しました。 

 これに対して、◎「浸水対策事業」◎「公共施設等のあり方に関する第一次実施計

画」及び「小中学校の耐震補強工事、学校再編に伴う小中学校等の整備事業」◎「来

年度策定予定の中心市街地活性化基本計画に基づく各種事業」の３つの事業を中心に

活用して行く考えである。また、どうしても早期に実施しなければならない事業で、

特例債の活用が可能な事業については順次計画を立てながら活用したい。  

具体的な計画案については、中心市街地の活性化基本計画は平成２３年６月に出来

るので、これを除いた２つ事業については、１月中旬頃に提案したいと考えていると

のことでした。 

 また、合併後１０年間はこれまでの１市４町に交付されていた普通交付税が合併後

１１年目から国からは段階的に削減され合併後１６年目からは、新「飯塚市」の自治

体規模に会った普通交付税となり、平成２２年度に比較すると約２９億円減額される

試算となっているが、これの対応についてはどの様に考えているのか質しました。 

 これに対して、現時点では３つの事業計画を示すことが出来てないので、事業に対

しての償還計画と関連するので、具体的な対応策を示すことが出来ないとの答弁でし

た。 
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「まちづくり」観光行政の在り方は 
１１月に伊藤伝右衛門邸で開催された「柳原白蓮展」へは、１９日間で約７千人の

入場者があり、平成１９年４月からこれまで５０万人の入場者があっています。 

新聞にこの「柳原白蓮展」で展示された色紙に書かれた漢字の読み方について 

「夢」と読むのか「浄」と読むのか、解説の記事がありました。 

新聞で解説の記事が出る事は、来場した方々も読み方に疑

問を感じ、誤解を与える様な展示があったのではないかと思

いその経緯について一般質問で市に質しました。 

市の答弁では、白蓮さんの親族から伝え聞き、説明書を添

えていたとのことでした。 

しかし、この色紙の写真を注釈を付けずに多くの人に見て

頂きましたが、「夢」とは、読まずに「浄」と読まれました。 

現在の多くの文章は楷書体の漢字で目に入ってきますので 

説明の表示に工夫が足りない展示であったのでは無いかと思います。 

多くの方々が、飯塚市を訪れて誤解を与える様な事では、飯塚市に悪い印象を与え

るのではないかと思い、展示物等に対しては誤解の無い様に取組むことを要望致しま

した。 

「久世ヶ浦市営住宅」跡地について 
 久世ヶ浦市営住宅の跡地利用については、建物の再利用を前提に民間に売却するこ

とを提案していましたが、これに対して、市は、「市が建物を解体して整地を行い更地

で民間に売却をする。」「建物を解体せず土地とともに現況で民間に売却する。」か、市

にとって有効な方法を検討するとの答弁でした。 

その結果、市は平成２２年６月に「建物を解体せず土地とともに現況で民間に売却

する。」方針を決め一般競争 

入札を８月に実施し民間に 

売却を行いました。 

この土地は、購入した民 

間企業で建物の解体・整地 

が進み宅地開発が行われて 

いますが、資料によります 

と２２戸の住宅が建設され 

分譲販売されるそうです。  
久世ヶ浦市営住宅跡地
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立岩児童センター（児童クラブ）駐車場問題 
立岩児童センター（児童クラブ）を利用する児童を迎える保護者の乗用車の路上駐

車について苦情があり、これまで 

久世ヶ浦市営住宅跡の市有地を民 

間に売却するまで駐車場として利 

用していましたが、民間に売却後 

は利用が出来なくなったため、保 

護者の方から駐車場確保の相談が 

ありましたので、市の各関係者と 

協議の結果、市営野球場横の駐車 

場を利用することになりました。 

 利用に際しては、立岩小学校に 

降りる階段と電灯設備の設置を行い安全に利用できる様に整備されました。 

飯塚市議会政務調査費について 
 飯塚市議会では、１２月定例市議会最終日に政務調査費を廃止する条例の提案がさ 

れましたが、議事日程時間切れのため議会が閉会となり審議が行われませんでした。 

政務調査費は、地方自治法第１００条第⑭項に、条例により議会議員の調査研究に

資するため必要な経費として交付することが出来ると定められ、第⑮項では、条例に

より交付された政務調査費の収入・支出の報告書を議長に提出すことになっています。 

飯塚市では、条例によって政務調査費は、◎月４万円、年間４８万円が交付されま

す。◎領収書等の証拠書を添付して収支・実績報告書を作成し議長に提出することに

なっています。◎使途基準は、研究研修費・調査旅費・資料作成費・資料購入費・広

報費・公聴費・人件費・事務所費・その他の経費として詳細が決まっています。◎残

金が出た場合は、返還することが定められています。◎収支・実績報告書は、提出期

限の日から３０日以内に公表することが定められています。 

わたしは、新聞報道で、使途が適切で無い議員がいると指摘されていましたので、

使途基準と照らし合わせた検査を行う主旨の条例の一部改正が必要であると考えます。 

わたしの場合は、本会議・委員会での質問等の資料購入費、先進地への行政視察費、

年４回の議員活動報告作成・送付費用を中心に活用させて頂いています。 

 飯塚市では、合併後行政面積・人口も増加し、課題も多岐に及んでいますので、市

民の皆様の声を行政の場に反映させるため、これからも効率の良い政務調査費の活用

を考え、議員活動の充実に取組んで行きます。 

 
立岩小学校へ通じる階段 
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市議会議員の議員年金廃止へ 

市の財政負担削減効果年間約３１００万円 
 市議会議員年金が、いよいよ廃止する方向で動き出しました。 

 市議会議員の議員年金は、市議会議員になると、本人の意思に関係なく自動的に加

入となり議員報酬の中から一定の率により計算された掛金が徴収される様になってい

ます。平成２２年度では、毎月掛金７万３６００円、６月特別掛金６万２４７５円、      

１２月特別掛金６万４６５０円、１年間の徴収金額合計は、１０１万３２５円です。 

 また、同時に市も議員一人に対して一定の率により計算された掛金を負担していま

す。平成２２年度では、毎月負担額７万５９００円、年間負担額９１万８００円、（従

って議員３４人分の市の年間負担額は３０９６万７２００円となります。） 

 わたしは、行財政改革の立場から市の負担額を無くすため、国会議員の年金が平成

１８年４月１日で廃止される際に、地方議会議員の年金も同時に廃止するように、民

主党の国会議員に再三要望を致しましたが、国会議員のみの廃止となりました。 

 この地方議会議員の年金制度は互助年金制度として創設されましたが、各自治体の

行財政改革の結果で議員定数や報酬が削減されたこと、平成の大合併で給付を受ける

人数が増加するとともに負担をする現役議員の激減等で、市議会議員共済・町村議員

共済の積立金は平成２３年度に枯渇が見込まれています。 

 民主党では、この議員年金制度について１１月に各地方議員の意見を集約致しまし

たが、その結果、廃止の意見が多数を占め、政府に対して地方議会議員年金制度の見

直しに関する提言を１１月２５日に行いました。 

 これを受け１２月３日に逢坂総務大臣政務官から総務省の対応方針が示されました。 

 基本的な考えとして、「◎地方議会議員年金制度を平成２３年６月１日で廃止する。

◎廃止措置を講ずる法案を平成２３年度通常国会に提出する。◎廃止時に現職である

議員で在職１２年以上の議員は、議員報酬より徴収した掛金総額及び特別掛金総額の

８０％の一時金を廃止後の最初の任期満了を含む退職時に受けるか、廃止前の法律の

例により年金を受けるかを選択できることとする。◎在職が１２年未満の議員は、議

員報酬より徴収した掛金総額及び特別掛金総額の８０％の一時金を給付する。◎廃止

時に既に議員を退職して退職年金の受給事由が生じている者については、廃止前の法

律により年金給付を継続することとする。」となっています。 

 廃止の法案は、平成２３年１月に開催される通常国会に提出され、国会で審議され

ますが審議の行方が気になりますが、可決されると市の負担は今後毎年約３１００万

円削減される事になりますので与野党とも協力して可決するように願っています。 



 7
 

津田弥太郎参議院厚生労働委員会委員長 

大島九州男参議院議員へ 

「年金制度問題」「雇用問題」について要望 
 平成２２年１１月２４日に参議院の厚生労働委員会委員長の津田弥太郎参議院議員

へ、１２月定例市議会に出された、「最低保障年金制度の制定を求める意見書」・「高齢

者の生活実態に見合う年金引き上げを求める意見書」の請願の主旨である、高齢化が

進む中で所得の低い人に負担が重くならない様に、年金自給者の誰もが老後を安心し

て過ごせる様に、民主党の考えを整理して、国にしっかりとした制度設計に取り組む

ように働き掛ける事を 

要望致しました。 

これに対して、民 

主党の基本的な社会 

保障制度の在り方の 

考えと、今回飯塚市 

議会に出された請願 

の考えは同じである 

との説明がありまし 

た。 

 また、地元直方市出身の大島九州男参議院議員も交え筑豊地区の製造業を中心とし

た中小企業の景気動向について意見交換を行い、地元での雇用の場を確保するには、

事業仕分けで廃止判定とされたジョブカードの継続を要望するとともに、地元の雇用

を守るため民主党の積極的な施策の取組みを要望いたしました。 

これに対して景気回復については鋭意取組んで行くが、ジョブカード制度は正社員

経験の少ない人を対象に職務経歴、職業訓練の経験や免許・資格等をまとめ教育訓練

機関での更なる教育訓練を受けることにより、就職活動やキャリア形成に活用が出来

る、企業も必要な人材確保に有意義な制度と評価の声も多いので継続を働き掛ける。 

また、当面の雇用を守るため、雇用調整助成金の適用範囲を、これまでに比べ、円

高の影響により生産量・売上高などの回復が遅れている企業については、最近３ヶ月

間の月平均値が３年前同期に比べ１５％以上減少していることと、直近の決算等の経

常損益が赤字であるものも受給の要件に加える様に見直しを行う緊急措置を講じてい

るとの説明を受けました。 

津田参議院議員・大島参議院議員と 
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 馬淵国土交通大臣・三井国土交通副大臣へ 

飯塚市の「浸水対策事業の促進について」「国

道２０１号バイパス渋滞解消について」要望 
平成２２年１１月２４日国土交通省に馬淵国土交通大臣と、三井国土交通副大臣に、

飯塚市の「浸水対策事業の促進について」「国道２０１号バイパス渋滞解消について」

民主党山本剛生衆議院議員と、田中飯塚市副市長、松本飯塚市議会議員と定宗飯塚市

都市建設部長と直接に面談を行い、飯塚市の豪雨水害の実態と今後の対応策について

説明を行い、浸水対策のため国の援助協力を要望致しました。 

「浸水対策は合併後の 

飯塚市にとって、安全・ 

安心のまちづくりにお 

ける中心課題で緊急の 

最重要な課題であり、 

国県河川を考慮した広 

域的な取組みが必要不 

可欠であることから、 

合併の効果を活かし浸 

水対策基本計画を策定 

したので、国は、浸水 

対策基本計画の整備事 

業に合併特例債の活用によ 

る援助と、事業実施に伴い 

合併特例債の期間延長を行 

うこと。」を要望しました。 

また、合わせて、八木山 

バイパスの無料化の社会実 

験による国道２０１号バイ 

パスの渋滞状況の説明を行 

い、現在の暫定２車線運用 

区間の早期４車線化の実現 

を要望致しました。 

 

 

三井国土交通副大臣へ要望書提出 

馬淵国土交通大臣へ要望書提出 


